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1．電子資料における環境の変化
　ふみくら No.89（2016.3）1）において、電子資料の提供に係
る大学図書館を取り巻く環境について概観し、当館における
課題をとりあげた。3年を経た現在、状況がどのように変化
しているか、改めて考えてみたい。
　前回の記事でとりあげた電子資料契約を取り巻く“三重
苦”となる要因、すなわち消費税の課税、価格の上昇、為替
の変動については、現在も同様の状況にある。2015年 10月
より海外から提供される電子資料に消費税が課税されること
となったことを前回は紹介していたが、2019年 10月からは、
消費税が 8%から 10%に増税される見込みとなっている。こ
れは電子資料に限ったことではないが、新たな支出増の要因
であり、2019年度の予算計上においてすでに留意している点
である。
　海外の学術雑誌を中心とする資料の価格上昇、また為替の
変動という要素は現在も変わらず存在している。予算が増加
しない、もしくは減少する中で資料の価格が上昇することは、
新たな資料の購入が厳しいだけではなく、現在提供している
全ての資料を継続することは構造的に不可能であることを意
味している。このため、ジャーナルや電子資料の継続の見直
しが各図書館で行われている。こうした価格上昇の世界的な
傾向に一石を投じる流れとして認識が広まりつつあるのが、
オープンアクセス（以下「OA」）の進展、なかでもゴールド
OAに伴う動きである。
　学術雑誌を購読するという従来からのモデルでは、価格の
決定権は出版社にあり、また出版社の寡占化により、出版社
主導の価格上昇を食い止めるのが困難な状況が続いている。
一方、OAには、論文の著者、もしくは著者の所属機関等が
APC（Article Processing Charge）と呼ばれる出版にかかる
コストを支払うことにより OAが実現される「ゴールド OA」
と呼ばれるモデルがあり、現在の購読料を OA出版費用に振
り替えれば、公表される全ての論文を OAで出版することが
できるとの試算が行われている。この試算が示されたのは
2015年にドイツのマックス・プランク・デジタル・ライブラ
リ（Max Planck Digital Library, MPDL）2）が発表した白書 3）
である。
　これに基づいて OA20204）と呼ばれる国際的なイニシアティ
ブが形成され、購読を主体とする既存のモデルから、研究成
果を OAで出版することに主眼を置くモデルへの転換の動き
が進展しており、欧州各国では、購読と OA出版を組み合わ
せた新たな契約モデルが試行的に締結されている。
　2018年 9月には、ヨーロッパの研究助成機関の連合体であ
る cOAlitionS5）が、助成した研究の成果に関する出版物は発
表後ただちに OAとすることを 2020年には実現させるとす
る、PlanS6）と呼ばれる方策を示した。これには出版社、研
究者など様々なステークホルダーから賛否が表明され、OA
をめぐる動向を急速に活発化させている。
　日本では 2016年 8月に OA2020に対する関心表明に
JUSTICE7）が、2017年 12月には物性グループ 8）が署名し
ている 9）。また JUSTICEでは OA2020に対するロードマッ
プの策定途上にあり（2019年 2月現在）、現在のジャーナル
の購読モデルからの脱却の手段として、OA出版の動きを注
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視する必要があるととらえている。
2．早稲田大学図書館における取り組み
　このような海外の動向も踏まえたうえで、本学の学術情報
基盤をどのように整備・維持していくかということが図書館
の課題である。
　2016年度に、従来の図書館協議員会にかわって設置された
図書連携協議会では、その下に諮問機関として特別委員会の
設置が認められ、従来の電子媒体検討委員会が特別委員会と
して設置された。
　電子媒体検討委員会は、図書館共通データベース予算によ
り全学で利用されることを想定して提供する電子資料の、新
規導入、継続、中止等に関して検討する委員会である。
　電子媒体検討委員会では、例年、電子資料の購入申請の公
募を行っていたが、資料費が逼迫していることから、2015年
度はこの公募を行わなかった。しかし資料費の厳しい状況に
おいてもニーズに応じた電子資料の新陳代謝は必要であると
の意見もあり、2016年度には公募を再開した。さらに 2017
年度、2018年度はアンケートの形式で、必要とされる電子資
料の情報を集約した。この結果から 2016年度には 1件の電
子資料の推薦・導入に至った。しかし、2017年度はやはり資
料費のひっ迫から新規導入の推薦資料を選定することがかな
わなかった。
　このような状況を打破するため、2019年度の予算申請にお
いては、消費税の増税や資料の価格上昇を見込んだうえで既
存の電子資料を維持するための予算申請を行った。さらに、
2018年度に汲み上げたニーズをもとに、新規の電子資料を導
入するための予算確保のための特別申請を行い、大学本部と
積極的に交渉を行っているところである。2019年 2月現在で
は最終的な結果は出ていないが、3月中旬の二次査定で予算
が決定される。新規の電子資料を導入するための予算が確保
できた場合には、アンケートに寄せられた資料から導入する
予定としている。また 2019年度はアンケートの日程や手法
をさらに改善し、2020年度の予算申請の参考資料としたいと
考えている。
　一方、ビッグディール契約と呼ばれる大手学術出版社の刊
行する電子ジャーナルをパッケージで提供する契約について
も、2018年度に新しい動きがあった。もともと各キャンパス
図書館や教員図書室（箇所）で購読していた対象雑誌の契約
金を各箇所から集約していたが、この集約額等について見直
しを行うため、2018年 4月に図書連携協議会の下に特別委員
会として「ビッグディール契約における箇所支出額の算出方
法検討委員会」が設置された。検討の結果、各箇所の支出額
の算出方法のみを検討するだけではなく、ビッグディール契
約そのもののあり方を大学としてどのように位置づけていく
のか検討すべきであるとの答申が示された。2018年 10月に
は「ビッグディール契約のあり方に関する検討委員会」とし
て改組され、検討を継続している。委員会では、学内におけ
る電子ジャーナルの利用状況や必要性を把握するための利用
者アンケートを2019年3月に実施する予定（2019年2月現在）
としており、その結果を踏まえて、図書連携協議会へ答申す
る予定としている。この間の経緯については 2018年度図書
館年報でも報告予定であるため、参照されたい。
　図書館では、利用者が必要とする学術情報基盤を安定して
提供し続けるための努力を続けている。ぜひ引き続き利用者
からのご助言とご協力を賜りたい。
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